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Ⅰ 令和５年第４回県議会定例会提出議案等一覧 

 
（予   算） 
 １ 令和５年度茨城県一般会計補正予算（第５号） 
 ２ 令和５年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第２号） 
 
（条例その他） 
 １ 茨城県公告式条例の一部を改正する条例 
２ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 
３ 茨城県核燃料等取扱税条例 
４ 茨城県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 
５ 茨城県再生資源物の屋外保管の適正化に関する条例 
６ 茨城県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 
７ 茨城県都市公園条例の一部を改正する条例 
８ 学校以外の教育機関の設置、管理及び職員に関する条例の一部を改正する条例 
９ 茨城県暴力団排除条例の一部を改正する条例 
10 当せん金付証票の発売について 

11 県有財産の売却処分について（奥野谷浜工業団地事業用地） 

12 県有財産の売却処分について（奥野谷浜工業団地事業用地） 

13 県有財産の売却処分について（波崎漁港後背地用地） 

14 指定管理者の指定について（茨城県立県民文化センター） 

15 指定管理者の指定について（茨城県鳥獣センター） 

16 指定管理者の指定について（茨城県立あすなろの郷） 

17 指定管理者の指定について（茨城県立青少年会館） 

18 指定管理者の指定について（ラーク・ハイツ） 

19 指定管理者の指定について（茨城県大洗マリンタワー） 

20 指定管理者の指定について（茨城県奥久慈憩いの森） 

21 指定管理者の指定について（茨城県水郷県民の森） 

22 指定管理者の指定について（波崎漁港海岸休憩施設） 

23 指定管理者の指定について（茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環境整備施設） 

24 指定管理者の指定について（赤塚公園） 

25 指定管理者の指定について（県西総合公園） 

26 指定管理者の指定について（笠間芸術の森公園） 

27 指定管理者の指定について（大洗公園） 

28 指定管理者の指定について（茨城県立中央青年の家） 

29 指定管理者の指定について（茨城県立さしま少年自然の家） 

30 指定管理者の指定期間の延長について 

31 工事請負契約の変更について 

32 和解について 

 
（報   告） 
 １ 地方自治法第 179 条第１項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和５年度１２月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

令和５年台風第１３号により被災した事業者に対する支援や道路、河川などの災害復旧及び再

度災害防止対策のほか、茨城県植物園等のリニューアルに必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３０９，５４７ ５，６１６ １，３１５，１６３ 

 ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）中小企業への支援                         ２１５ 

新 被災事業者再建支援事業                        ２１５ 

（災害救助法が適用された３市の被災事業者が行う建物修繕等に対する補助） 

 

（２）災害復旧及び再度災害防止対策                 ５，３１３ 

・ 国補公共事業                           １，７３９ 

（道路、河川、農地等の災害復旧事業） 

・ 県単公共事業                           ３，５７４ 

（道路、河川等の再度災害防止対策等） 

 

 （３）県政の課題等への対応                        ８８ 

新 植物園等魅力向上対策事業                        ８８ 

（茨城県植物園等の魅力向上のためのリニューアル工事に伴う基本設計） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３，０３７ 

 

５ 債務負担行為                     

   １５件（指定管理施設の管理運営のための協定に係るもの(一般会計14件、特別会計1件)） 
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５６  －  ８，１５６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １７４，８４１  １，３３２  １７６，１７３  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １４０  －  １４０  

繰 入 金 ４８，３９３  －  ４８，３９３  

繰 越 金 ５，７５４  ９５３  ６，７０７  

諸 収 入 １４３，１００  －  １４３，１００  

県 債 ８７，１１９  ３，３３１  ９０，４５０  

計 １，３０９，５４７  ５，６１６  １，３１５，１６３  
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７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，３６１  －  １４，３６１  

生 活 環 境 費 ８，７８７  －  ８，７８７  

防災・危機管理費 ５，９７２  －  ５，９７２  

保 健 医 療 費 １３８，５３５  －  １３８，５３５  

福 祉 費 １２９，５６１  －  １２９，５６１  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４２，２００  １１０  ４２，３１０  

営 業 戦 略 費 ６，８７３  －  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２３，９４１  ２１５  １２４，１５６  

土 木 費 １０３，００１  ３，５５２  １０６，５５３  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，９２０  －  ２５８，９２０  

災 害 復 旧 費 ２，３１７  １，７３９  ４，０５６  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７３  －  １８２，６７３  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３０９，５４７  ５，６１６  １，３１５，１６３  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

［一般会計］ 

（新 規 分） 

事   項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

茨 城 県 立 県 民 文 化 

セ ン タ ー の管 理 運営 

に 係 る 協 定 

 茨城県立県民文化センターの管理運営に係

る協定を県民文化センター運営共同事業体と

締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
901,726千円 

茨城県鳥獣センターの 

管 理 運 営 に係 る 協定 

茨城県鳥獣センターの管理運営に係る協定

を公益社団法人茨城県農林振興公社と締結す

る。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
50,075千円 

茨城県立あすなろの郷 

の管理運営に係る協定 

茨城県立あすなろの郷の管理運営に係る協

定を社会福祉法人茨城県社会福祉事業団と締

結する。 

令 和 ６ 年 度 3,000,138千円 

茨城県立青少年会館の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

茨城県立青少年会館の管理運営に係る協定

を公益社団法人茨城県青少年育成協会と締結

する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
132,630千円 

ラ ー ク ・ ハ イ ツ の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

ラーク ・ハイツの管理運営に係る協定を社

会福祉法人茨城県母子寡婦福祉連合会と締結

する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
402,450千円 

茨城県奥久慈憩いの森 

の管理運営に係る協定 

茨城県奥久慈憩いの森の管理運営に係る協

定を茨城県造園業協同組合と締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
130,000千円 

茨城県水郷県民の森の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

茨城県水郷県民の森の管理運営に係る協定

を公益社団法人茨城県農林振興公社と締結す

る。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
106,360千円 

赤 塚 公 園 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

赤塚公園の管理運営に係る協定を橋本造園

土木株式会社と締結する。 
令 和 ６ 年 度 33,000千円 

県 西 総 合 公 園 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

県西総合公園の管理運営に係る協定を筑西

広域市町村圏事務組合と締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
170,020千円 

笠 間 芸 術 の森 公 園の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

笠間芸術の森公園の管理運営に係る協定を

笠間市と締結する。 
令 和 ６ 年 度 63,676千円 

大 洗 公 園 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

大洗公園の管理運営に係る協定を茨城県造

園業協同組合と締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
144,100千円 

茨 城 県 立 

中 央 青 年 の 家 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

 茨城県立中央青年の家の管理運営に係る協

定を特定非営利活動法人日本スポーツ振興協

会と締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
581,260千円 

茨 城 県 立 さ し ま 

少 年 自 然 の 家 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

 茨城県立さしま少年自然の家の管理運営に

係る協定を特定非営利活動法人日本スポーツ

振興協会と締結する。 

自 令和６年度 

至 令和10年度 
536,460千円 
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（変 更 分） 

事    項 区分 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

茨城県民の森、茨城県 

植物園、茨城県森のカ 

ルチャーセンター及び 

茨城県きのこ博士館の 

管 理 運 営 に 係 る 協 定 

 

変

更

前 

茨城県民の森、茨城県植物園、茨城県森

のカルチャーセンター及び茨城県きのこ

博士館の管理運営に係る協定を公益社団

法人茨城県農林振興公社と締結する。 

自 令和元年度 

至 令和５年度 
555,285千円 

変

更

後 

同         上 
自 令和元年度 

至 令和６年度 
661,950千円 

 

 

 

［特別会計］ 

（新 規 分） 

事    項 事   業   内   容 期   間 限  度  額 

茨 城 港 大 洗 港 区 の 

マ リ ー ナ 地区 の 港湾 

環 境 整 備 施 設 の 

管 理 運 営 に係 る 協定 

茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環境

整備施設の管理運営に係る協定を大洗町と締

結する。 

令 和 ６ 年 度 16,128千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 
 

議   案 内    容 

（総務課） 
 茨城県公告式条例の一部を改正す
る条例 
 
 スマート自治体の実現に向けた取
組の一環として、規則の公布に係る
見直し等、所要の改正をしようとす
るものである。 

 

改正の内容 
 
 規則の公布又は規程（訓令等）の公表をするときに、知事の記
名のみを必要とする。 
 
 
 
 

（施行日 公布の日） 

（人事課） 
 職員の給与に関する条例等の一部
を改正する条例 
 
 人事委員会の勧告等を踏まえ、職
員の給料月額を改定する等、所要の
改正をしようとするものである。 
 

 

改正の内容 
 
１ 月例給の引上げ 
 (1) 給料表の引上げ 
   平均＋1.1％ 
 (2) 初任給調整手当の引上げ 
     最高限度額 308,600円 → 309,200円（医師） 
          50,800円 → 51,100円（医療大学教官） 
 
２ 期末・勤勉手当の引上げ 
  年間支給月数 4.4月分 → 4.5月分（一般職） 
         3.3月分 → 3.4月分（特別職） 
 
３ 会計年度任用職員に勤勉手当を支給するための改正 
 
４ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正に伴う手当の
名称及び引用条項の変更 
「新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」→「特定新型イ

ンフルエンザ等対策派遣手当」 
「第44条」→「第26条の８」 

 
                            
                     （施行日 公布の日外） 
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議   案 内    容 

（税務課） 

 茨城県核燃料等取扱税条例 

 

 原子力施設の立地に伴う財政需要

に対応するため、核燃料等取扱税に

ついて必要な事項を定める条例を制

定しようとするものである。 

 

条例の内容 

 

１ 課税客体、課税標準及び税率 

課税客体 課税標準 税率 

①原子炉の設置 原子炉の熱出力 
34,000 円/千

kw/四半期 

②核燃料の挿入 
挿入された核燃
料の価額 

100 分の 8.5 

③原子炉施設における
使用済燃料の保管 

使用済燃料に係
るウランの重量 

1,500 円/kg 

④使用済燃料の受入れ 
使用済燃料に係
るウランの重量 

60,100 円/kg 

⑤再処理施設における
使用済燃料の保管 

使用済燃料に係
るウランの重量 

1,500 円/kg 

⑥高放射性廃液の保管 
高放射性廃液の
数量 

2,263 千円/㎥ 

⑦ガラス固化体の保管 
ガラス固化体に
係る容器の数量 

1,219 千円/本※ 

⑧プルトニウムの保管 
プルトニウムの
重量 

5,100 円/kg 

⑨放射性廃棄物の発生 
放射性廃棄物に
係る容器の容量 

106 千円/㎥ 

⑩放射性廃棄物の保管 
放射性廃棄物に
係る容器の容量 

5,100 円/㎥ 

 ※ 保管するガラス固化体に係る容器の数量のうち 420 本を
超える数量にあっては、1,401 千円/本 

 
２ 納税義務者 
  ①～③ 原子炉設置者 
  ④～⑦ 再処理事業者 
  ⑧～⑩ 原子力事業者（原子炉設置者、再処理事業者、加工

事業者、廃棄物管理事業者及び使用者の一又は複
数に該当する者） 

 
３ 適用期間 

施行日から起算して５年間 

 
（施行日 総務大臣の同意を得た日から４月を超えない範囲内で規則 

で定める日） 
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議   案 内    容 

（市町村課） 

 茨城県知事の権限に属する事務の

処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例 

 

 市町村の希望により浄化槽法等に
基づく事務処理の権限を移譲するた
め、所要の改正をしようとするもの
である。 

改正の内容 

 

 浄化槽法に基づく設置計画への同意の事務を大子町に、特定

非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人設立の認証等の

事務を那珂市及び大洗町に移譲する等の改正をするもの  

 

 

 

       

                （施行日 令和６年４月１日） 

（廃棄物規制課） 
 茨城県再生資源物の屋外保管の適
正化に関する条例 
 
 屋外に保管された再生資源物の崩
落等の事故又は火災の発生等を防止
し、併せて当該保管に伴う騒音又は
振動等の発生の防止等を図り、もっ
て災害の防止及び生活環境の保全に
資するため、本条例を制定しようと
するものである。 

条例の内容 
 
 業として金属スクラップ等の有価物である再生資源物の取引
を行うため、屋外において再生資源物を保管するための事業場
（屋外保管事業場）を設置する者に対し、規制を設けるととも
に、当該規制に違反した者に対する勧告、命令、罰則等の規定を
設ける。 
 
 １ 再生資源物を屋外に保管する場合の基準の創設 

(1) 再生資源物の飛散、流出の防止措置等を講ずべきこと 
を義務付け 

 (2) 屋外保管事業場の周囲への囲いの設置及び掲示板の設
置を義務付け（許可を受けた屋外保管事業場に限る。） 

 
 ２ 屋外保管事業場の許可制の導入 

(1) 一定の場合（※）を除き、屋外保管事業場を設置しよう
とする者に対し、当該屋外保管事業場ごとに知事の許可
（５年更新）取得を義務付け 
※ 敷地面積が 100平方メートルを超えない場合等 

  (2) 許可の基準 
   ア 屋外保管事業場の構造等が１の基準に適合している

こと 
   イ 屋外保管を適正に行うことが期待できない者でない

こと（欠格要件） 
(3) 既存の屋外保管事業場に係る経過措置 

    施行日時点で既に屋外保管事業場を設置している者（※
を除く。）が、当該施行日から６月以内に届出を行った場
合は、許可を受けたものとみなす。 

  
 ３ 罰則（主なもの） 

２年以下の懲役又は 100万円以下の罰金 
   ・屋外保管事業場の無許可設置 
   ・屋外保管事業場の設置者に対する措置命令違反等 
 
                            
                （施行日 令和６年４月１日） 
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議   案 内    容 

（道路維持課） 
 茨城県道路占用料徴収条例の一
部を改正する条例 
 
 道路法の一部改正等を踏まえ、所
要の改正をしようとするものである。 
 

改正の内容 
 
１ 希望者の競合が見込まれる道路の占用について、道路法第
39 条の２第１項の規定による入札により占用者を決定する方
法を導入するため、条例で定めることとされた占用料の額の最
低額を定める規定の追加 

 
２ 道路法施行令の一部改正により国土交通大臣が道路管理者
となる区間の国道に係る占用料の額が見直されたこと等を踏
まえ、同施行令による占用料に準じて定めている県道に係る占
用料の見直し 
 
（主なもの） 
水戸市所在の場合 
・第一種電柱 

     510 円 → 570 円（１本につき１年） 
・外径が 0.2ｍ以上 0.3ｍ未満の地下埋設管（水管等） 

     82 円 → 91円（１ｍにつき１年） 
 
３ その他所要の改正 

 

（施行日 令和６年４月１日） 

（都市整備課） 
 茨城県都市公園条例の一部を改正
する条例 
 
洞峰公園を移管するため、所要の

改正をしようとするものである。 

改正の内容 
 
 洞峰公園をつくば市に移管するため、当該施設に係る規定を削
除 

 

 

 

 

（施行日 規則で定める日） 

（生涯学習課、保健体育課） 

 学校以外の教育機関の設置、管理

及び職員に関する条例の一部を改正

する条例 

 

県立青少年教育施設を再編するた

め、所要の改正をしようとするもの

である。 

 

改正の内容 

 

 少子化等により県立青少年教育施設の利用者が減少したこと

等を踏まえ、当該施設を４施設から２施設に集約するため、白浜

少年自然の家及び里美野外活動センターに係る規定を削除 

 

 

 

                （施行日 令和６年４月１日） 

 
  

12



議   案 内    容 

（組織犯罪対策課） 
 茨城県暴力団排除条例の一部を改
正する条例 
 
 暴力団による凶悪事件の発生が県
民生活を脅かす大きな脅威となると
ともに、暴力団活動の潜在化等、暴
力団を取り巻く情勢が変化している
ことを踏まえ、暴力団に対する規制
を強化するため、所要の改正をしよ
うとするものである。 
 

改正の内容 
 
１ 暴力団事務所の開設及び運営に係る禁止区域の拡大 
  都市計画法上の用途地域（工業専用地域を除く。）内での暴
力団事務所の開設及び運営を禁止するとともに、周囲に暴力団
事務所の開設及び運営を禁止する施設として家庭裁判所等を
追加 

 
２ 青少年を暴力団事務所に立ち入らせることの禁止 
  暴力団が自らの活動の拠点とする暴力団事務所に青少年を
立ち入らせることの禁止 

 
３ 他人の名義利用等の禁止 
  暴力団に対する自己又は他人の名義貸し行為を禁止すると
ともに、暴力団員による隠蔽目的での他人の名義利用行為等の
禁止 

 
４ 暴力団排除特別強化地域における禁止行為の新設 
  暴力団排除特別強化地域（水戸市及び土浦市の一部地域）を
新設し、当該地域において特定営業者（風俗営業を営む者等）
が暴力団員から用心棒の役務の提供を受けること等の禁止 

 
５ 罰則（主なもの） 
  １年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金 
  ・暴力団事務所の開設及び運営の禁止等 
  ・暴力団排除特別強化地域での禁止行為違反 
 

（施行日 令和６年４月１日） 
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議   案 内    容 

（財政課） 

 当せん金付証票の発売について 

 

 当せん金付証票法の規定に基づ

き、令和６年度において、総額 280

億円以内の当せん金付証票を発売し

ようとするものである。 

議案の内容 

 

・令和６年度に発売する自治宝くじの予定額：280億円以内 

 

(参考)令和６年度に発売する自治宝くじの種類・回数（予定） 

   ・関東・中部・東北   32回 

   ・全国（通常くじ）   41回 

   ・全国（大型くじ）   10回 

    ・全国（数字選択式） 768回 

   ・全国（ﾈｯﾄ専用くじ） 316回  

          計        1,167回 

 

（立地整備課） 

 県有財産の売却処分について 

 

事業用地として、神栖市奥野谷字

東和田 5600 番４ほか１筆の土地を

売却しようとするものである。 

売却する財産の内容 
 

(1)不動産の表示 

  ・神栖市奥野谷字東和田5600番４ ほか１筆 

・土地 30,000.11㎡ 

(2)売却予定価格 

   690,002,530円 

(3)売却処分先 

京都府京都市右京区西京極中沢町１番地 

明成化学工業株式会社 

代表取締役 貴志 宏史 

（立地整備課） 

 県有財産の売却処分について 

 

事業用地として、神栖市奥野谷字

東和田 5600番 19ほか１筆の土地を

売却しようとするものである。 

売却する財産の内容 
 

(1)不動産の表示 

  ・神栖市奥野谷字東和田5600番19 ほか１筆 

・土地 70,000.32㎡ 

(2)売却予定価格 

   1,540,007,040円 

(3)売却処分先 

愛知県蒲郡市港町２番５号 

竹本油脂株式会社 

代表取締役 竹本 元泰 

（水産振興課） 

 県有財産の売却処分について 

 

水産加工場用地として、神栖市波

崎新港 13番 12の土地を売却しよう

とするものである。 

売却する財産の内容 
 

(1)不動産の表示 

  ・神栖市波崎新港13番12 

・土地 25,274.75㎡ 

(2)売却予定価格 

   232,500,000円 

(3)売却処分先 

神栖市波崎8711番地 

株式会社みうらや 

代表取締役 三浦 敏克 
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議   案 内    容 

（生活文化課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県立県民文化センター（水戸市千波町） 

(2)指定管理者：東京都千代田区三番町２番地 

               県民文化センター運営共同事業体 

 代表団体 株式会社コンベンションリンケージ 

                代表取締役 平位 博昭 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日 

（環境政策課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県鳥獣センター（那珂市戸） 

(2)指定管理者：水戸市上国井町3118番地１ 

               公益財団法人茨城県農林振興公社 

                 理事長 藍原 伸夫 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日 

（障害福祉課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県立あすなろの郷（水戸市杉崎町） 

(2)指定管理者：水戸市杉崎町1460番地 

               社会福祉法人茨城県社会福祉事業団 

                 理事長 中島 敏之 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和７年３月31日 

（青少年家庭課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県立青少年会館（水戸市緑町） 

(2)指定管理者：水戸市緑町一丁目１番18号 

               公益社団法人茨城県青少年育成協会 

                 会長 大窪 修二 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 

（青少年家庭課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：ラーク・ハイツ 

(2)指定管理者：水戸市八幡町11番52号 

               社会福祉法人茨城県母子寡婦福祉連合会 

                 会長 境 洋子 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 
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議   案 内    容 

（営業企画課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県大洗マリンタワー（大洗町港中央） 

(2)指定管理者：東茨城郡大洗町磯浜町6881番地の275 

               大洗町 

                 町長 國井 豊 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和７年３月31日 

（林政課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県奥久慈憩いの森（大子町高柴） 

(2)指定管理者：水戸市白梅２丁目４番６号 

               茨城県造園業協同組合 

                 理事長 永井 剛人 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日 

（林政課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県水郷県民の森（潮来市島須） 

(2)指定管理者：水戸市上国井町3118番地１ 

               公益社団法人茨城県農林振興公社 

                 理事長 藍原 伸夫 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日 

（水産振興課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：波崎漁港海岸休憩施設（神栖市波崎） 

(2)指定管理者：神栖市溝口4991番地５ 

               神栖市 

                 市長 石田 進 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和11年３月31日 

（港湾課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城港大洗港区のマリーナ地区の港湾環境 

整備施設（大洗町港中央地先） 

(2)指定管理者：東茨城郡大洗町磯浜町6881番地の275 

               大洗町 

                 町長 國井 豊 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和７年３月 31日 

（都市整備課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：赤塚公園（つくば市稲荷前） 

(2)指定管理者：つくば市大角豆2012番地36 

橋本造園土木株式会社 

代表取締役 橋本 純一 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和７年３月 31日 
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議   案 内    容 

（都市整備課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：県西総合公園（筑西市桑山） 

(2)指定管理者：筑西市直井1076番地 

               筑西広域市町村圏事務組合 

                 管理者 須藤 茂 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 

（都市整備課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：笠間芸術の森公園（笠間市笠間） 

(2)指定管理者：笠間市中央三丁目２番１号 

               笠間市 

                 市長 山口 伸樹 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和７年３月 31日 

（都市整備課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：大洗公園（大洗町磯浜町） 

(2)指定管理者：水戸市白梅二丁目４番６号 

               茨城県造園業協同組合 

                 理事長 永井 剛人 

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 

（生涯学習課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県立中央青年の家（土浦市永井） 

(2)指定管理者：つくば市大角豆1744番地 

               特定非営利活動法人日本スポーツ振興協会 

                 理事長 沼尻 満男  

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 

（生涯学習課） 

 指定管理者の指定について 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定をしようとするものであ

る。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称：茨城県立さしま少年自然の家（境町伏木） 

(2)指定管理者：つくば市大角豆1744番地 

               特定非営利活動法人日本スポーツ振興協会 

                 理事長 沼尻 満男  

(3)指定期間：令和６年４月１日～令和 11年３月 31日 
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議   案 内    容 

（林政課） 

 指定管理者の指定期間の延長につ

いて 

 

 公の施設の管理について、指定管

理者の指定期間の延長をしようとす

るものである。 

議案の内容 

 

(1)公の施設の名称： 

名 称 位 置 

茨城県民の森 那珂市戸 

茨城県植物園 

（熱帯植物館を含む） 
〃 

茨城県森のカルチャーセンター 〃 
茨城県きのこ博士館 〃 

(2)指定管理者：水戸市上国井町3118番地１ 

               公益社団法人茨城県農林振興公社 

                 理事長 藍原 伸夫 

(3)指定期間： 

現行 平成31年４月１日～令和６年３月31日 

延長する期間 令和６年４月１日～令和７年３月31日 

(4)延長理由 

植物園等のリニューアルに向け施設整備・改修等を予定してい

るため、この期間中の指定管理を現指定管理者に継続させようと

するもの。 

（道路建設課） 

 工事請負契約の変更について 

 

 合併支援道路（仮称）上曽トンネ

ル本体工事（石岡工区）について、

請負契約の変更をしようとするもの

である。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更の内容 

 

(1)変更額等           （単位：円） 
既請負額 5,067,667,000 

今回変更額 995,940,000 

変更後総額 6,063,607,000 

  
(2)変更理由 

当初想定していた岩質との相違及び想定以上の湧水の発生によ

る支保工の変更等が生じたため、増額変更しようとするもの 

 

（参考）工事の概要 

(1)工事名 合併支援道路（仮称）上曽トンネル本体 

工事（石岡工区） 

(2)工事箇所 石岡市上曽地内 

(3)工事内容 トンネル工事（Ｌ＝1,939ｍ Ｗ＝6.5m/8.0m） 

(4)工期 令和２年３月～令和６年３月 

(5)契約の相手方 東京都港区港南二丁目 15番 2号 

大林・株木・市村特定建設工事共同企業体 

代表者 

株式会社大林組 取締役社長 蓮輪 賢治 

代理人 

代表取締役副社長執行役員 東京本店長 

笹川 淳 
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議   案 内    容 

（高校教育課） 

 和解について 

 

 県立友部高等学校事故に係る損害

賠償請求事件（水戸地方裁判所令和

２年（ワ）第 507 号）について、和

解しようとするものである。 

和解の概要 

 

原告生徒が、複数名からいじめを受けたことに加え、教諭らの対

応に不適切な面があったことから、県及び相被告に対して損害賠償

の支払いを求め、訴えを提起した相手方と、裁判所の和解案を踏ま

え和解しようとするもの 

 

(1)和解の相手方 被害生徒 

(2)和解金額 1,500,000 円（県が 1,400,000 円を支払い、相被告

が 100,000 円を支払う） 

(3)主な和解の内容 

  県は、和解金を相手方に支払い、相手方は、その余の請求を放

棄する。 
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Ⅴ 報告事項 
 
 １．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの 

事 項（専決処分年月日） 内    容 

（監理課） 

 和解について 

（令和５年 10月 26 日専決処分） 

 

 交通事故について、和解しようと
するものである。 

和解の概要 
 
(1)事故発生日時 令和５年４月27日（木）午後３時10分頃 
(2)事故発生場所 稲敷郡河内町長竿6260番地地先県道上 
(3)事故概要 

普通貨物自動車を運転して出張途中、路肩に停車するため
後退した際、相手方の小型乗用自動車に衝突した事故（竜ケ
崎工事事務所所属） 

(4)損害賠償額 599,212円 
（全額、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社からの支払） 

（保健政策課） 

 和解について 

（令和５年 11月７日専決処分） 

 

 交通事故について、和解しようと
するものである。 

 

 

和解の概要 
 
(1)事故発生日時 令和４年５月13日（金）午前７時20分頃 
(2)事故発生場所 土浦市藤沢995番地３地先市道上 
(3)事故概要 

軽乗用自動車を運転して出張途中、相手方の小型乗用自動
車と衝突した事故（つくば保健所所属） 

(4)損害賠償額 518,883円 
（77,768円はあいおいニッセイ同和損害保険株式会社から、 
441,115円は損害保険ジャパン株式会社からの支払） 
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